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業 務 の 名 称
Ｈ２３国営昭和記念公園事務所防災・危機管理対策検討他
業務

契約担当官等の指名並
びにその所属する部局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局
国営昭和記念公園事務所長　伊藤亘

東京都立川市緑町３１７３

契 約 年 月 日 平成23年11月30日

契 約 業 者 名 （株）エイト日本技術開発

契 約 業 者 の 住 所 東京都中野区本町５－３３－１１

契 約 金 額 （ 税 込 ） \21,525,000

予 定 価 格 （ 税 込 ） \21,535,500

随意契約によることと
し た 理 由

　本業務を遂行するためには、高度な技術や経験を必要と
することから、国営昭和記念公園の特性をふまえた避難者
受け入れに対応した施設改善などを含めた技術提案を求
め、公平性、透明性及び客観性が確保される簡易公募型プ
ロポーザル方式に準じた方式により選定を行った。
　株式会社エイト日本技術開発は、技術提案書において総
合的に最も優れた提案を行った業者であり、上記業者と契
約を行うものである。

業 務 場 所
東京都立川市及び昭島市　国営昭和記念公園
埼玉県比企郡滑川町及び熊谷市　国営武蔵丘陵森林公園
東京都江東区　国営東京臨海広域防災公園

業 種 区 分 土木建設コンサルタント

履 行 期 間 （ 自 ） 平成23年12月1日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成24年3月30日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

　本業務は、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災
の状況を踏まえ、国営昭和記念公園事務所が所管する国営昭
和記念公園、国営武蔵丘陵森林公園及び国営東京臨海広域防
災公園における防災・危機管理対応について改善が必要な公
園施設の対応方針の策定等を行うものである。

業 務 概 要


